
 

規則番号 規     則     名 所  管  名 公 布 年 月 日 

規則第８９号 
さいたま市水道の布設工事監督者及び水

道技術管理者に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

水 道 計 画 課 令和６年７月１０日 

規則第９０号 さいたま市区役所等事務分掌規則の一部

を改正する規則 
区 政 推 進 部 令和６年９月２日 

規則第９１号 さいたま市放課後児童クラブ条例施行

規則の一部を改正する規則 放 課 後 児 童 課 令和６年９月２日 

規則第９２号 さいたま市立病院管理規則の一部を改

正する規則 
医 事 課 令和６年９月２６日 

規則第９３号 
さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支

援医療費の助成に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

子 育 て 支 援 課 令和６年９月２７日 

規則第９４号 さいたま市消防吏員服制規則の一部を

改正する規則 
消 防 企 画 課 令和６年９月３０日 

規則第９５号 さいたま市消防吏員被服等の給与及び貸

与に関する規則の一部を改正する規則 消 防 企 画 課 令和６年９月３０日 

規則第９６号 さいたま市立病院管理規則の一部を改

正する規則 
病 院 総 務 課 令和６年１０月３日 

規則第９７号 さいたま市福祉事務所長事務委任規則

の一部を改正する規則 
福 祉 総 務 課 令和６年１０月１７日 

規則第９８号 さいたま市生活保護法施行細則の一部

を改正する規則 
生 活 福 祉 課 令和６年１０月１７日 

規則第９９号 さいたま市公印規則の一部を改正する

規則 
総 務 課 令和６年１０月２５日 

規則第１００号 さいたま市病院管理規則の一部を改正

する規則 
病 院 財 務 課 令和６年１０月２８日 

規則第１０１号 さいたま市消防局公印規則の一部を改

正する規則 
消 防 総 務 課 令和６年１０月２８日 

規則第１０２号 さいたま市財産規則の一部を改正する

規則 
資 産 経 営 課 令和６年１０月３０日 

規則第１０３号 
さいたま市建築物の耐震改修の促進に

関する法律施行細則の一部を改正する

規則 

建 築 総 務 課 令和６年１０月３０日 

規則第１０４号 さいたま市下水道排水設備指定工事店

条例施行規則の一部を改正する規則 
下 水 道 維 持 管 理 課 令和６年１０月３０日 

規則第１０５号 さいたま市児童手当の認定及び支給に

関する規則の一部を改正する規則 
子 育 て 支 援 課 令和６年１０月３１日 

規則第１０６号 さいたま市建築基準法施行細則の一部

を改正する規則 
建 築 行 政 課 令和６年１０月３１日 

 



 

 

さいたま市規則第８９号 

   さいたま市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

 さいたま市水道の布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例施行規則（平成

２４年さいたま市規則第２３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第３条 条例第４条第１項第４号の規定により同項

第２号及び第３号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者は、次の各号のいずれかに

該当する者とする。 

第３条 条例第４条第１項第４号の規定により同項

第２号及び第３号に掲げる者と同等以上の技能を

有すると認められる者は、次の各号のいずれかに

該当する者とする。 

⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者

が行う水道の管理に関する講習の課程を修了し

た者 

 ⑶ 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の

管理に関する講習の課程を修了した者 

 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市水道の布設工事監督

者及び水道技術管理者に関する条例施行規則第３条第１項第３号に規定する講習の

課程を修了している者については、この規則による改正後のさいたま市水道の布設

工事監督者及び水道技術管理者に関する条例施行規則第３条第１項第３号に規定す

る講習の課程を修了した者とみなす。 



 

 

さいたま市規則第９０号 

   さいたま市区役所等事務分掌規則の一部を改正する規則 

 さいたま市区役所等事務分掌規則（平成１５年さいたま市規則第８８号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

第４条 区役所区民生活部の分掌事務は、おおむね 第４条 区役所区民生活部の分掌事務は、おおむね 

 次のとおりとする。  次のとおりとする。 

  区民生活部   区民生活部 

   ［略］    ［略］ 

   区民課    区民課 

  ⑴・⑵ ［略］   ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 相続税法（昭和２５年法律第７３号）第５ 

８条第１項の規定による通知に関すること。 

  ⑶ ［略］   ⑷ ［略］ 

  ⑷ ［略］   ⑸ ［略］ 

  ⑸ ［略］   ⑹ ［略］ 

 ⑹ ［略］   ⑺ ［略］ 

  ⑺ ［略］   ⑻ ［略］ 

  ⑻ ［略］   ⑼ ［略］ 

  ⑼ ［略］   ⑽ ［略］ 

 ⑽ ［略］ ⑾ ［略］ 

⑾ ［略］   ⑿ ［略］ 

 ⑿ ［略］   ⒀ ［略］ 

  ⒀ ［略］   ⒁ ［略］ 

  ⒁ ［略］  ⒂ ［略］ 

  ⒂ ［略］   ⒃ ［略］ 

  ⒃ ［略］   ⒄ ［略］ 

 ⒄ ［略］   ⒅ ［略］ 

  ⒅ ［略］   ⒆ ［略］ 

  ⒆ ［略］   ⒇ ［略］ 

  ⒇ ［略］   (21) ［略］ 

  (21) ［略］   (22) ［略］ 

  (22) ［略］   (23) ［略］ 

  (23) ［略］   (24) ［略］ 



 

 

  (24) ［略］  (25) ［略］ 

  (25) ［略］   (26) ［略］ 

  

（支所） （支所） 

第１３条 区役所区民生活部に支所を置き、その名 第１３条 区役所区民生活部に支所を置き、その名 

称及び位置は次のとおりとする。 称及び位置は次のとおりとする。 

名称 位置 

［略］ 

北区役所区民生活部

日進支所 

さいたま市北区 引町

２丁目５７４番地１ 

［略］ 
 

名称 位置 

［略］ 

北区役所区民生活部

日進支所 

さいたま市北区日進町

２丁目９６５番地 

［略］ 
 

  

   附 則 

 この規則は、令和６年９月２４日から施行する。ただし、第４条の改正は、公布の

日から施行する。 

 



 

さいたま市規則第９１号 

   さいたま市放課後児童クラブ条例施行規則の一部を改正する規則 

さいたま市放課後児童クラブ条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第１２１号

）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
 （入室の手続）  （入室の手続） 
第２条 条例第１条に規定するクラブ（以下「クラ

ブ」という。）へ入室しようとするときは、当該

児童の保護者（条例第６条に規定する保護者をい

う。以下同じ。）において、放課後児童クラブ入

室申込書（様式第１号）に次の書類を添付して市

長に申し込まなければならない。 

第２条 条例第１条に規定するクラブ（以下「クラ

ブ」という。）へ入室しようとするときは、当該

児童の保護者（条例第６条に規定する保護者をい

う。以下同じ。）において、放課後児童クラブ入

室申込書（様式第１号）に次の書類を添付して市

長に申し込まなければならない。 
⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 児童の属する世帯の市町村民税の課税状況を

証する書類 
 ⑵ 児童の属する世帯の所得税及び市町村民税の

課税状況を証する書類 
 ⑶ 別表のＢ階層又はＣ階層に該当する児童の属

する世帯にあっては、当該世帯の前年分の所得

税の課税状況を証する書類 

 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認

める書類 
 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認

める書類 
２ ［略］ ２ ［略］ 
  
別表（第２条、第４条関係） 

階層区分 指導料 
（月額） 

 ［略］ 
Ｄ Ａ階層からＣ階層までのいず

れにも該当しない世帯 
 ［略］ 

 

別表（第４条関係） 

階層区分 指導料 
（月額） 

 ［略］ 
Ｄ Ａ階層を除き前年分の所得税

課税世帯 
 ［略］ 

 

備考 
  １ この表において「市町村民税」とは、地方 

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２ 

条第１項第１号に規定する均等割の額及び同 

項第２号に規定する所得割の額をいう。この 

場合において、同法第３２３条に規定する市 

町村民税の減免があったときは、その額を所 

得割の額又は均等割の額から順次控除して得 

備考 
 １ この表において「市町村民税」とは、地方 

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２ 

条第１項第１号に規定する均等割の額及び同 

項第２号に規定する所得割の額をいう。この 

場合において、同法第３２３条に規定する市 

町村民税の減免があったときは、その額を所 

得割の額又は均等割の額から順次控除して得 



 

た額を所得割の額又は均等割の額とし、所得 

割の額の計算に当たっては、同法第３１４条 

の７、第３１４条の８及び第３１４条の９並 

びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、 

第５条の４の２第５項、第５条の５第２項、 

第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第 

２項並びに第４５条の規定は適用しないもの 

とする。 
  ２ ［略］ 

た額を所得割の額又は均等割の額とし、所得 

割の額の計算に当たっては、同法第３１４条 

の７、第３１４条の８及び第３１４条の９並 

びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、 

第５条の４の２第６項、第５条の５第２項、 

第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第 

２項並びに第４５条の規定は適用しないもの 

とする。 
 ２ ［略］ 

  

  附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後のさいたま市放課後児童クラブ条例施行規則第２条第１項

の規定は、令和７年度以降の入室に係る手続について適用し、令和６年度までの入

室に係る手続については、なお従前の例による。 



 

 

さいたま市規則第９２号 

さいたま市立病院管理規則の一部を改正する規則 

さいたま市立病院管理規則（平成１３年さいたま市規則第１４５号）の一部を次の 

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第２（第１３条関係） 別表第２（第１３条関係） 

［略］ 

厚生労働省告示第２条

第６号に規定する別に

厚生労働大臣が定める

もの 

［略］ 

厚生労働省告示第２条

第１５号に規定する別

に厚生労働大臣が定め

るものの処方等又は調

剤に係る療養 

保険外併用療養費に

係る療養についての

費用の額の算定方法

（平成１８年厚生労

働省告示第４９６号

）により算定した額 

［略］ 

 備考 ［略］ 

［略］ 

厚生労働省告示第２条

第６号に規定する別に

厚生労働大臣が定める

もの 

［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ 

 備考 ［略］ 

  

附 則 

 この規則は、令和６年１０月１日から施行する。 

  

 



 

 

さいたま市規則第９３号 

   さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

 さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助成に関する条例施行規則（平

成２０年さいたま市規則第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 

 

第２条 削除 

 （条例第２条第２号に規定する規則で定める特別

の事情がある乳幼児・児童） 

第２条 条例第２条第２号に規定する規則で定める 

特別の事情がある者は、同号に規定する中学校等 

を卒業する日又は修了する日の属する月の末日に 

おいて医療機関等に入院している者であって、当 

該医療機関等を退院する日（１８歳に達する日の 

属する月の末日までに退院しない場合にあっては 

当該末日）までの間にあるものとする。 

  

附 則 

この規則は、令和６年１０月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第９４号 

   さいたま市消防吏員服制規則の一部を改正する規則 

 さいたま市消防吏員服制規則（平成１３年さいたま市規則第２４０号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
⑴ 男性消防吏員の服制 

品 名 区 分 摘   要 

［略］ 

短靴 ［略］ 
 

⑴ 男性消防吏員の服制 

品 名 区 分 摘   要 

 ［略］ 

短靴  ［略］ 

消防手

帳 

製式 表紙は、黒色の革製又はこ

れに類似するものとする。

中央上部に消防章を、その

下に消防局名をそれぞれ金

色で表示し、背部に鉛筆差

しを設け、その下端に長さ

４５０ミリメートルの黒色

ひもを付け、表紙内側には

名刺入れを付ける。 
 

 ⑵ 女性消防吏員の服制 

品 名 区 分 摘   要 

 ［略］ 

靴 ［略］ 
 

 ⑵ 女性消防吏員の服制 

品 名 区 分 摘   要 

 ［略］ 

靴  ［略］ 

消防手

帳 

製式 男性消防吏員の服制の消防

手帳と同様とする。 
 

 ⑶ 消防隊の服制  ⑶ 消防隊の服制 

品 名 区 分 摘   要 

［略］ 

活

動

服 

上

衣 

色及び

地質 

紺系色の合成繊維の織物と

し、一部にオレンジ色を配

する。 

  製式 スタンド襟の長袖とする。 

 

左右胸部にファスナーポケ

ットを１個つける。 

品 名 区 分 摘   要 

［略］ 

活

動

服 

上

衣 

色及び

地質 

紺系色の合成繊維の織物と 

し、一部に黄系色を配する。

  製式 カッター襟の長袖とする。 

比翼仕立てとする。 

左右胸部に蓋付きポケット

を１個つける。 



 

 

   

 

左胸部のポケット上部に「

さいたま市消防局」の文字

を灰色で１行表示する。 

背面の上段に「さいたま市

消防局」の文字を白色で表

示し、縁取りを紺色で表示

する。下段に「Saitama C 

ity Fire Bureau」の文

字を紺色で表示する。 

 

形状は、図のとおりとする。

 肩章 外側の端を肩の縫目に縫い

込み、襟側を留める。 

 

  ［略］ 

ズ

ボ

ン 

 ［略］ 

製式 長ズボンとし、両ももに各

１個ファスナーアウトポケ

ットを付け、左右後方に玉

縁ポケットを付ける。 

形状は、図のとおりとする。

 ［略］ 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ 
 

   左胸部のポケット上部に「

さいたま市消防局」の文字

を黄色で１行表示する。 

背面の上段に「さいたま市

消防局」の文字を白色で表

示し、縁取りを紺色とし、

さらにその縁取りを黄色で

表示する。下段に「Saitma 

City Fire Bureau」の文

字を黄色で表示する。 

形状は、図のとおりとする。

  肩章 外側の端を肩の縫目に縫い

込み、襟側を地質と類似色

の面ファスナーで留める。 

   ［略］ 

 ズ

ボ

ン 

 ［略］ 

製式 長ズボンとし、両ももに各

１個蓋付きアウトポケット

を付け、左右後方のポケッ 

トの右側のみ蓋付きとする。

形状は、図のとおりとする。

  ［略］ 

夏

活

動

服 

上

衣 

色及び

地質 

薄手の生地とするほかは、

活動服と同様とする。 

制式 活動服と同様とする。 

肩章 

消防隊

員章 

階級章 

名札 

ズ

ボ

ン 

色及び

地質 

上衣と同様とする。 

制式 活動服と同様とする。 

バ

ン

ド 

制式 活動服と同様とする。 

［略］ 
 

⑷ 救急隊の服制  ⑷ 救急隊の服制 

品 名 区 分 摘   要 

［略］ 

夏

救

急

服 

上 ［略］ 

衣 制式 長袖又は半袖とするほかは、

冬救急服と同様とする。 

 

 

 

 

 

半袖の形状は、図のとおり 

品 名 区 分 摘   要 

［略］ 

夏

救

急

服 

上 ［略］ 

衣 制式 長袖又は半袖とし、背面は

スリット空き、背裏メッシ 

ュ仕立てとする。その他は、

冬救急服と同様とする。た

だし、半袖の場合は、左肩

下のポケットを付けないも

のとする。 

半袖の形状は、図のとおり 



 

 

  とする。 

 ［略］ 

［略］ 

［略］ 
 

  とする。 

 ［略］ 

［略］ 

［略］ 
 

 ⑸ ［略］ ⑸ ［略］ 

図（数字は、寸法を示し、その単位は、ミリメー

トルとする。） 

図（数字は、寸法を示し、その単位は、ミリメー

トルとする。） 

男性消防吏員 男性消防吏員 

［略］ ［略］ 

 消防手帳 

 製式 

 （表紙表面） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （消防職員証） 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ ［略］ 

消防隊 消防隊 

［略］ ［略］ 

活動服（上衣） 活動服（上衣） 

製式 製式 



 

 

前面            後面 

 

前面           後面 

 

活動服(ズボン) 活動服(ズボン) 

製式 製式 

前面       後面  

 

前面       後面  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］ ［略］ 

救急隊 救急隊 

冬救急服（上衣） 冬救急服（上衣） 

製式 製式 

前面             後面 

 

前面         後面 

冬救急服（ズボン） 冬救急服（ズボン） 

製式 製式 



 

 

前面            後面 

 

前面           後面 

 

［略］ ［略］ 

夏救急服（上衣）（半袖） 夏救急服（上衣）（半袖） 

製式 製式 

前面             後面 

 

前面            後面 

［略］ 

 

［略］ 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に使用しているこの規則による改正前のさいたま市消防吏

員服制規則の規定に基づく活動服、夏活動服、冬救急服及び夏救急服については、

この規則による改正後のさいたま市消防吏員服制規則の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

３ 前項の規定によりなお従前の例によることとされた活動服及び夏活動服の使用期

間は令和９年３月３１日までとする。 



 

 

さいたま市規則第９５号 

   さいたま市消防吏員被服等の給与及び貸与に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市消防吏員被服等の給与及び貸与に関する規則（平成１３年さいたま市規

則第２４１号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 

品名 使用期間 

［略］ 

活動服  ［略］ 

バンド 

 

 

３年 

［略］ 
 

別表第１（第２条関係） 

品名 使用期間 

［略］ 

活動服  ［略］ 

バンド ３年 

夏活動服 上衣 ３年 

ズボン ３年 

［略］ 
 

別表第２（第３条関係） 

品名 貸与区分 

装備品 ［略］ 

き章 

 

個人 

［略］ 

［略］ 
 

別表第２（第３条関係） 

品名 貸与区分 

装備品 ［略］ 

き章 個人 

消防手帳 個人 

［略］ 

［略］ 
 

  

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市消防吏員被服等の給 

 与及び貸与に関する規則の規定に基づき給与されている夏活動服の使用については、

なお従前の例による。 

 



 

 

さいたま市規則第９６号 

さいたま市立病院管理規則の一部を改正する規則 

さいたま市立病院管理規則（平成１３年さいたま市規則第１４５号）の一部を次の 

ように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （職務）  （職務） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 院長に事故があるとき又は欠けたときは、院長

の指定する常勤の副院長がその職務を代行する。 

 

３ ［略］ ２ ［略］ 

４ ［略］ ３ ［略］ 

５ ［略］ ４ ［略］ 

６ ［略］ ５ ［略］ 

７ ［略］ ６ ［略］ 

８ ［略］ ７ ［略］ 

９ ［略］ ８ ［略］ 

１０ ［略］ ９ ［略］ 

１１ ［略］ １０ ［略］ 

１２ ［略］ １１ ［略］ 

  

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

  

 



 

 

さいたま市規則第９７号 

   さいたま市福祉事務所長事務委任規則の一部を改正する規則 

 さいたま市福祉事務所長事務委任規則（平成１５年さいたま市規則第４３号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （生活保護法等による委任事務）  （生活保護法等による委任事務） 

第２条 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。

以下この条において「法」という。）第１９条第

４項及び第５５条の４第２項（法第５５条の５第

２項において準用する場合を含む。）の規定によ

り福祉事務所長に委任する事務は、次のとおりと

する。 

第２条 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。

以下この条において「法」という。）第１９条第

４項及び第５５条の４第２項（法第５５条の５第

２項において準用する場合を含む。）の規定によ

り福祉事務所長に委任する事務は、次のとおりと

する。 

 ⑴～⑻ ［略］  ⑴～⑻ ［略］ 

 ⑼ 法第５５条の５の規定による進学・就職準備

給付金の支給及び法第５５条の６の規定による

進学・就職準備給付金の報告に関すること。 

 ⑼ 法第５５条の５の規定による進学準備給付金

の支給及び法第５５条の６の規定による進学準

備給付金の報告に関すること。 

 ⑽～⒅ ［略］  ⑽～⒅ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 



 

 

さいたま市規則第９８号 

   さいたま市生活保護法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市生活保護法施行細則（平成１３年さいたま市規則第８１号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （進学・就職準備給付金の支給の申請及び決定）  （進学準備給付金の支給の申請及び決定） 

第１２条 省令第１８条の９第１項の規定による進

学・就職準備給付金の支給の申請は、進学・就職

準備給付金申請書（様式第２４号）を福祉事務所

長に提出することにより行うものとする。 

第１２条 省令第１８条の９第１項の規定による進

学準備給付金の支給の申請は、進学準備給付金申

請書（様式第２４号）を福祉事務所長に提出する

ことにより行うものとする。 

２ 福祉事務所長は、法第５５条の５第１項の規定

による進学・就職準備給付金の支給について決定

したときは、申請者に対して、進学・就職準備給

付金支給（不支給）決定通知書（様式第２５号）

により通知しなければならない。 

２ 福祉事務所長は、法第５５条の５第１項の規定

による進学準備給付金の支給について決定したと

きは、申請者に対して、進学準備給付金支給（不

支給）決定通知書（様式第２５号）により通知し

なければならない。 

  

 様式第２２号及び様式第２４号を次のように改める。 

  



 

 

様式第２２号（第１１条関係） 

（表） 

                               年   月   日 

 

就労自立給付金申請書 

 

 さいたま市    福祉事務所長 

 

                申請者 住所又は居所 

 

                    氏名 

                    個人番号 

 

  次のとおり、相違ありませんので、就労自立給付金の支給について必要書類を添えて申

請します。 

 

１ 保護を必要としなくなった事由 

 

 

２ 添付書類 

 

 

３ 世帯構成員 

氏 名 性 別 生 年 月 日 

 

 
 

年   月   日 

（   歳）    

 

 
 

年   月   日 

（   歳）    

 

 
 

年   月   日 

（   歳）    

 

 
 

年   月   日 

（   歳）    

 

 
 

年   月   日 

（   歳）    



 

 

（裏） 

４．公金受取口座の利用について（どちらか１つを選択してください） 

   □利用する     □利用しない 

※上記で「利用しない」を選択した場合は、原則、保護費の振込先口座へ給付金が振り

込まれます。 

   なお、上記で「利用しない」を選択した場合で、かつ保護費の振込先口座以外の口座

への振込みを希望する場合は、別途お申し出ください。 

 

 

  



 

 

様式第２４号（第１２条関係） 

 （表）   年  月  日  

 

進学・就職準備給付金申請書 
 

さいたま市  福祉事務所長 

 

         申請者        住所又は居所 

（進学する者又は就職する者） 

           氏名                    

           個人番号                  
 
進学・就職準備給付金の支給について、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

１ 世帯主の氏名             

２ 申請者の生年月日       年   月   日 

３ 進学・就職する先（大学等名、会社名等） 

  名称                          

４ 進学・就職後の居住先（該当する□にチェックを入れてください。） 

 □ 進学・就職前の住宅と同じ 

 □ 転居により進学・就職前と異なる住居に居住（居住（予定）地を記載してください。） 

     居住（予定）地                         

５ 就職の場合、おおむね６月以上最低限度の生活を維持するために必要な収入を得ること

ができると見込まれる理由 

 

６ 関係書類 

 ⑴ 進学の場合 

  ① 入学手続に着手していることが確認できる書類として、以下のいずれか 

   ・入学金を納付したことを証明する書類の写し 

   ・入学金延納（進学後に納付すること）を申請した書類の写し 

   ・入学金等の納付が不要な場合、進学先に提出する誓約書や進学先が発行する入学手

続が完了したことを証明する書類等の写し 

  ② 進学に伴い転居する場合は、新たに居住する住居の賃貸借契約書等の写し等 

  ③ その他支給決定にあたり必要な書類 

※ 上記の書類を申請時に準備できない場合については、進学する学校の合格通知書や賃貸借契約時の 

見積書の写し等を添付した上で、後日、大学等に入学するまでにこれらの書類を提出してください。 

 ⑵ 就職の場合 

  ①就職する見込みであることが確認できる書類として、以下のいずれか 

   ・内定通知書、事業主の発行する就職証明書等 

   ・個人事業主の場合、個人事業の開業届の写し 

   ・その他確実に就職先に就職することを証する書類 

  ② 就職に伴い転居する場合は、新たに居住する住居の賃貸借契約書の写し等 

  ③ その他支給決定にあたり必要な書類 

※ 上記の書類を申請時に準備できない場合については、就職先の内定通知書や賃貸借契約時の 

見積書の写し等を添付した上で、後日、就職するまでにこれらの書類を提出してください。 



 

 

（裏） 

７ 進学・就職準備給付金振込先（申請者名義の口座に限ります。） 

 

  公金受取口座 □ 利用する  □ 利用しない 

 ※ この給付金においては公金受取口座登録制度が適用されますので、上記で「利用する」を選択した場合

は、本給付金振込先の記載及び通帳の写しなどの書類の添付は不要です。 

 

  金融機関名           銀行・信用金庫・信用組合・農業協同組合 

        （該当する金融機関の種類に○をしてください。） 

  本 支 店 名 本店 ・           支店（ゆうちょ銀行を除く。） 

  店   番         支店（ゆうちょ銀行のみ記載） 

  預 金 種 類 □ 普通預金  □ 当座預金 

        （該当する□にチェックを入れてください。） 

  口 座 番 号                                                                                  （右につめてご記載ください。） 

  口座名
（ カ  

義人
 ナ ）

               

※ 上記の本支店名・口座番号・口座名義人が確認できる通帳の写しなどの書類を添付してください。 

 

  

   

       



 

 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

様式第２５号（第１２条関係） 様式第２５号（第１２条関係） 

 ［略］  ［略］ 

進学・就職準備給付金支給（不支給）決定通知書 進学準備給付金支給（不支給）決定通知書 

   年  月  日付けで申請された生活保護法

による進学・就職準備給付金を、次のとおり決定

しましたので通知します。 

   年  月  日付けで申請された生活保護法

による進学準備給付金を、次のとおり決定しまし

たので通知します。 

１ ［略］ １ ［略］ 

２ 進学・就職準備給付金を支給する場合、支給

額、支給日 

２ 進学準備給付金を支給する場合、支給額、支給

日及び支給方法 

 支給額            円  支給額            円 

 支給日      年  月  日  支給日      年  月  日 

  支給方法 

３・４ ［略］ ３・４ ［略］ 

（備考） （備考） 

  進学・就職準備給付金は、所得税、個人住民税

及び森林環境税は課されず、国税や地方税の滞納

処分による差押えは禁止されています。 

  進学準備給付金は、所得税、個人住民税及び森

林環境税は課されず、国税や地方税の滞納処分に

よる差押えは禁止されています。 

 ［略］  ［略］ 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置) 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市生活保護法施行細則

様式第２２号及び様式第２４号の規定により作成されている様式については、当分

の間、使用することができる。 

 

 



 

 

さいたま市規則第９９号 

   さいたま市公印規則の一部を改正する規則 

 さいたま市公印規則（平成１３年さいたま市規則第１５号）の一部を次のように改

正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（公印の使用） （公印の使用） 

第１１条 ［略］ 第１１条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 公印を使用したときは、使用した日、使用した

所属名、使用した文書名その他の総括管理者が必

要と認める事項を記録しなければならない。ただ

し、記録しないことについてやむを得ない理由が

あると総括管理者が認めるものは、この限りでな

い。 

 

６ ［略］ ５ ［略］ 

７ ［略］ ６ ［略］ 

  

附 則 

 この規則は、令和６年１１月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１００号 

   さいたま市立病院管理規則の一部を改正する規則 

 さいたま市立病院管理規則（平成１３年さいたま市規則第１４５号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （分掌事務）  （分掌事務） 

第３条 病院の分掌事務は、次のとおりとする。 第３条 病院の分掌事務は、次のとおりとする。 

 病院経営部  病院経営部 

［略］  ［略］ 

  病院財務課   病院財務課 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 病院事業会計に係る一時借入金に関すること。 

 ⑷ 病院事業会計に係る企業債に関すること。  

 ⑸ ［略］ 

⑹ ［略］ 

⑺ ［略］ 

⑻ ［略］ 

⑼ ［略］ 

 ⑶ ［略］ 

⑷ ［略］ 

⑸ ［略］ 

⑹ ［略］ 

⑺ ［略］ 

［略］ ［略］ 

 

   附 則 

 この規則は、令和６年１１月１日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第１０１号 

   さいたま市消防局公印規則の一部を改正する規則 

 さいたま市消防局公印規則（平成１３年さいたま市規則第２３８号）の一部を次の

ように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（公印の使用） （公印の使用） 

第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 
５ 公印を使用したときは、使用した日、使用した

所属名、使用した文書名その他の総括管理者が必

要と認める事項を記録しなければならない。ただ

し、記録しないことについてやむを得ない理由が

あると総括管理者が認めるものは、この限りでな

い。 

 

６ ［略］ 

７ ［略］                   

５ ［略］ 

６ ［略］ 

  

 （事前押印） 

 第１１条 定例的かつ定形的な文書でその交付の日 

時、場所その他の関係により文書の施行前にあら

かじめ公印を押印しておく必要がある場合には、

前条の規定にかかわらず当該公印の保管者等の承 

 認を得て、公印を押印（以下「事前押印」という。

 ）することができる。 

２ 前項の規定により事前押印した文書は、所管課

において厳重に保管し、常に使用状況を明らかに

しておかなければならない。 

３ 所管課長は、事前押印した文書が不用になった

ときは、速やかに、焼却、裁断等適当な方法によ

り廃棄しなければならない。 

  

第１１条 ［略］ 第１２条 ［略］ 

  

第１２条 ［略］ 第１３条 ［略］ 

  



 

 

第１３条 ［略］ 第１４条 ［略］ 

  

第１４条 ［略］ 第１５条 ［略］ 

  

第１５条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

  

第１６条 ［略］ 第１７条 ［略］ 

  

第１７条 ［略］ 第１８条 ［略］ 

  

第１８条 ［略］ 第１９条 ［略］ 

  

様式第３号（第１１条関係） 様式第３号（第１２条関係） 

  

様式第４号（第１２条関係） 様式第４号（第１３条関係） 

  

様式第５号（第１３条関係） 様式第５号（第１４条関係） 

  

様式第６号（第１６条関係） 様式第６号（第１７条関係） 

  

附 則 

この規則は、令和６年１１月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１０２号 

   さいたま市財産規則の一部を改正する規則 

 さいたま市財産規則（平成１３年さいたま市規則第６８号）の一部を次のように改

正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （取得、管理及び処分の総括）  （取得、管理及び処分の総括） 

第７条 財政局長は、公有財産の取得、管理及び処

分の適正を期するため必要があるときは、局長に

対し、局の所管に属する公有財産について、その

状況に関する資料若しくは報告を求め、又はこれ

らの結果に基づいて必要な措置を講じることを求

めることができる。 

第７条 財政局長は、公有財産の取得、管理及び処

分の適正を期するため必要があるときは、局長に

対し、局の所管に属する公有財産について、その

状況に関する資料若しくは報告を求め、実地に調

査し、又はこれらの結果に基づいて必要な措置を

講ずることを求めることができる。 

  

 （財政局長への合議）  

第８条の２ 局長は、土地の売払いをしようとする

ときは、財政局長に合議しなければならない。 

 

  

 （所管換等による引継ぎの手続）  （所管換等による引継ぎの手続） 

第１２条 公有財産の所管換若しくは所属替又は水 

道事業管理者への移管による引継ぎを行う場合は、

公有財産引継書（様式第１号）により引き継がな

ければならない。 

第１２条 公有財産の所管換若しくは所属替又は水 

道事業管理者への移管による引継ぎを行う場合は、

当該財産の所在する場所において、財産管理主任

又はその命を受けた職員の立会いの上、公有財産

引継書（様式第１号）により引き継がなければな

らない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （検査）  （検査） 

第１７条 局長は、公有財産を取得するときは、当

該財産について、引渡しに関する書類及び図面等

を確認し、適格と認めた場合でなければ、引渡し

を受けてはならない。 

第１７条 局長は、公有財産を取得するときは、当

該財産について現地において立会いの上、引渡し

に関する書類及び図面等と照合し、適格と認めた

場合でなければ、引渡しを受けてはならない。 

  

様式第２号（第１２条関係） 様式第２号（第１２条関係） 

公有財産受領書 公有財産受領書 

 ［略］  ［略］ 



 

 

 １・２ ［略］  １・２ ［略］ 

   ３ 現地立会い年月日  年 月 日 

 ３ 引渡側所管所属  ４ 引渡側立会人 

 ４ 引受側所管所属  ５ 引受側立会人 

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

  

   附 則 

 この規則は、令和６年１１月１日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１０３号 

さいたま市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則の一部を改正する規 

則 

さいたま市建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則（平成２５年さいたま市

規則第７３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（建築物の地震に対する安全性に係る認定の申請 

書の添付書類） 

（建築物の地震に対する安全性に係る認定の申請 

書の添付書類） 

第４条 省令第３３条第１項の規定により市長が規

則で定める書類は、建築士（建築士法（昭和２５

年法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築

士をいう。）が申請に係る建築物について建築基 

準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項、

第７条の２第５項又は第１８条第２２項若しくは

第２６項の規定による検査済証の交付の後も耐震 

関係規定に適合していることを証する書類とする。

第４条 省令第３３条第１項の規定により市長が規

則で定める書類は、建築士（建築士法（昭和２５

年法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築

士をいう。）が申請に係る建築物について建築基 

準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項、

第７条の２第５項又は第１８条第１８項の規定に

よる検査済証の交付の後も耐震関係規定に適合し

ていることを証する書類とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 省令第３３条第２項第２号の規定により市長が

規則で定める書類は、省令第５条第１項各号のい

ずれかに掲げる者が申請に係る建築物について建

築基準法第７条第５項、第７条の２第５項又は第

１８条第２２項若しくは第２６項の規定による検

査済証の交付の後も法第２２条第２項の国土交通

大臣が定める基準に適合していることを証する書

類とする。 

３ 省令第３３条第２項第２号の規定により市長が

規則で定める書類は、省令第５条第１項各号のい

ずれかに掲げる者が申請に係る建築物について建

築基準法第７条第５項、第７条の２第５項又は第

１８条第１８項の規定による検査済証の交付の後

も法第２２条第２項の国土交通大臣が定める基準

に適合していることを証する書類とする。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

  

附 則 

この規則は、令和６年１１月１日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第１０４号 

   さいたま市下水道排水設備指定工事店条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市下水道排水設備指定工事店条例施行規則（平成１３年さいたま市規則第

２３１号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（指定工事店の指定） （指定工事店の指定） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を

添付しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を

添付しなければならない。 

 ⑴～⑶ ［略］   ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 条例第８条に規定する責任技術者（以下「責

任技術者」という。）で選任したものの名簿及

び雇用関係を証する書類 

 ⑷ 条例第８条に規定する責任技術者（以下「責

任技術者」という。）で専属するものの名簿及

び雇用関係を証する書類 

 ⑸～⑺ ［略］  ⑸～⑺ ［略］ 

  

（指定工事店の指定基準） （指定工事店の指定基準） 

第３条 条例第２条第２項に規定する指定基準は、

次に掲げるとおりとする。 

第３条 条例第２条第２項に規定する指定基準は、

次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 責任技術者を営業所ごとに１人以上選任して

いること。 

⑴ 責任技術者が１人以上専属していること。 

 ⑵～⑷ ［略］   ⑵～⑷ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

（指定工事店の責務） （指定工事店の責務） 

第７条 指定工事店は、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

第７条 指定工事店は、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。 

⑴～⑸ ［略］ ⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 排水設備工事の検査を受ける場合において、

市の職員から指示を受けたときは、選任した責

任技術者が立ち会わなければならない。 

 ⑹ 排水設備工事の検査を受けるときは、市の職

員から指示を受けた場合は、専属する責任技術

者が立ち会わなければならない。 

  

様式第１号（第２条、第５条関係） 

下水道排水設備指定工事店指定（継続指定）申請書 

［略］ 

     

様式第１号（第２条、第５条関係） 

下水道排水設備指定工事店指定（継続指定）申請書 

［略］ 

          



 

 

［略］ 

添付

書類 

 

１～３ ［略］ 

４ 責任技術者で選任したものの名

簿及び雇用関係を証する書類 

５～７ ［略］ 
 

［略］ 

添付

書類 

 

１～３ ［略］ 

４ 責任技術者で専属するものの名

簿及び雇用関係を証する書類 

５～７ ［略］ 
 

  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

 

さいたま市規則第１０５号 

   さいたま市児童手当の認定及び支給に関する規則の一部を改正する規則 

 さいたま市児童手当の認定及び支給に関する規則（平成１３年さいたま市規則第１

２４号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、児童手当法（昭和４６年法律

第７３号。以下「法」という。）、児童手当法施

行令（昭和４６年政令第２８１号。以下「令」と

いう。）及び児童手当法施行規則（昭和４６年厚

生省令第３３号）に定めるもののほか、市の区域

内に住所を有する者（以下「住民」という。）及

び市の職員（常時勤務に服することを要する職員

及び令第１条第２項に定める職員をいう。以下「

職員」という。）に係る児童手当の認定、支給及

び支払に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、児童手当法（昭和４６年法律

第７３号。以下「法」という。）、児童手当法施

行令（昭和４６年政令第２８１号。以下「令」と

いう。）及び児童手当法施行規則（昭和４６年厚

生省令第３３号）に定めるもののほか、市の区域

内に住所を有する者（以下「住民」という。）及

び市の職員（常時勤務に服することを要する職員

及び令第４条第２項に定める職員をいう。以下「

職員」という。）に係る児童手当の認定、支給及

び支払に関し必要な事項を定めるものとする。 

  

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

 

さいたま市規則第１０６号 

さいたま市建築基準法施行細則の一部を改正する規則 

 さいたま市建築基準法施行細則（平成１３年さいたま市規則第２１５号）の一部を

次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （電子情報処理組織による報告等） 

 第２７条 市長は、情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号

）第６条の規定に基づき、法第６条の２第５項（

法第８７条第１項、法第８７条の４又は法第８８

条第１項若しくは第２項において準用する場合を

含む。以下同じ。）、法第７条の２第６項（法第

８７条の４又は法第８８条第１項若しくは第２項

において準用する場合を含む。以下同じ。）、法

第７条の４第６項（法第８７条の４又は法第８８ 

条第１項において準用する場合を含む。以下同じ。

）又は法第７条の６第３項（法第８７条の４又は

法第８８条第１項若しくは第２項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）の規定による報告を

電子情報処理組織（市長の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下この項において同じ。

）と指定確認検査機関の使用に係る電子計算機と

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。第３項において同じ。）を使用して行わせる

ことができる。 

 ２ 前項の規定は、建築主事が法第７条の２第３項

（法第８７条の４又は法第８８条第１項若しくは

第２項において準用する場合を含む。以下同じ。

）又は法第７条の４第２項（法第８７条の４又は

法第８８条第１項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定による通知を受ける場合につ

いて準用する。 

 ３ 第１項に規定する報告又は前項に規定する通知

が電子情報処理組織を使用して行われたときは、

当該報告又は通知が書面により行われたものとみ

なす。 



 

 

  

 （申請書等の提出）  （申請書等の提出） 

第２７条 法、令、省令及びこの規則の規定により、

市長に提出する申請書、届出書又は報告書（以下

「申請書等」という。）は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める課に提出するものと

する。 

第２８条 法、令、省令及びこの規則の規定により、

市長に提出する申請書、届出書又は報告書（以下

「申請書等」という。）は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める課に提出するものと

する。 

 ⑴ 法第７条の６第１項第１号（法第８７条の４

又は第８８条第１項若しくは第２項において準

用する場合を含む。）及び法第１８条第３８項

第１号（法第８７条の４又は第８８条第１項若

しくは第２項において準用する場合を含む。）

の規定による仮使用の認定、法第４２条第１項

第５号に規定する道路の位置の指定、指定を受

けた私道の変更及び廃止、法第４３条第２項第

１号に規定する認定、同項第２号に規定する許

可、法第８５条第６項及び第７項に規定する仮

設興行場等の許可、法第８７条の３第６項に規

定する興行場等の許可、同条第７項に規定する

特別興行場等の許可並びに第２６条の２第２項

に規定する写しの交付に係る申請書等 当該申

請書等に係る建築物等又は指定道路の敷地が存

する区域を所管する建設事務所建築指導課 

 ⑴ 法第７条の６第１項第１号（法第８７条の４

又は第８８条第１項若しくは第２項において準

用する場合を含む。）及び法第１８条第２４項

第１号（法第８７条の４又は第８８条第１項若

しくは第２項において準用する場合を含む。）

の規定による仮使用の認定、法第４２条第１項

第５号に規定する道路の位置の指定、指定を受

けた私道の変更及び廃止、法第４３条第２項第

１号に規定する認定、同項第２号に規定する許

可、法第８５条第６項及び第７項に規定する仮

設興行場等の許可、法第８７条の３第６項に規

定する興行場等の許可、同条第７項に規定する

特別興行場等の許可並びに第２６条の２第２項

に規定する写しの交付に係る申請書等 当該申

請書等に係る建築物等又は指定道路の敷地が存

する区域を所管する建設事務所建築指導課 

 ⑵ 法第６条の２第５項（法第８７条第１項、法

第８７条の４又は法第８８条第１項若しくは第

２項において準用する場合を含む。）、法第７

条の２第６項（法第８７条の４又は法第８８条

第１項若しくは第２項において準用する場合を

含む。）、法第７条の４第６項（法第８７条の

４又は法第８８条第１項において準用する場合

を含む。）若しくは法第７条の６第３項（法第

８７条の４又は法第８８条第１項若しくは第２

項において準用する場合を含む。）に規定する

報告書又は第２６条の２第１項に規定する写し

の交付に係る申請書 当該申請書等に係る建築

物等の敷地が存する区域を所管する建築審査課 

 ⑵ 法第６条の２第５項、法第７条の２第６項、

法第７条の４第６項若しくは法第７条の６第３

項に規定する報告書又は第２６条の２第１項に

規定する写しの交付に係る申請書 当該申請書

等に係る建築物等の敷地が存する区域を所管す

る建築審査課 

 ⑶ ［略］  ⑶ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （国等による計画通知への準用）  （国等による計画通知への準用） 

第２８条 ［略］ 第２９条 ［略］ 

２ 法第１８条第２０項及び第２８項の規定により

する通知については、第２６条第２項の規定を準

用する。 

２ 法第１８条第１６項及び第１９項の規定により

する通知については、第２６条第２項の規定を準

用する。 

３ 法第１８条第４項の規定によりする通知につい

ては、第７条及び第８条の規定を準用する。 

 

 （指定確認検査機関による審査への準用） 

 

第２９条 指定確認検査機関が法第１８条第４項の  



 

 

規定によりする審査に係る建築主の変更等の報告

については、第２６条の３の規定を準用する。 

  

   附 則 

 この規則は、令和６年１１月１日から施行する。ただし、第２７条を削る改正は、

公布の日から施行する。  


